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資料：内閣府

な支援を受けながら自立した生活を営む
ことができるようにするため、障害に応
じた施策の実施状況を踏まえ、地域にお
ける保健、医療及び福祉の相互の有機的
連携の確保その他の障害者に対する支援
体制の在り方について検討を加え、その
結果に基づいて必要な措置を講ずるもの
とした。

（１０）附帯決議
改正法の成立に際しては、衆議院と参議
院において、いくつかの点について適切な
処置を講ずるべきである、としてそれぞれ
附帯決議が付されている。

３．障害者権利条約との関係

我が国の障害者に係る制度改革に向けたこ
うした動きは、国連における障害者権利条約
の採択も重要な背景となっている。
障害者権利条約は、平成１３年の第５６回国連

総会決議により障害者の権利及び尊厳を保護
し及び促進するための包括的かつ総合的な国
際条約を検討することを目的とする委員会が
設置され、計８回の会合を経て、１８年１２月、
第６１回国連総会本会議において採択された。
本条約は、平成１９年３月３０日に署名のため
に開放され、２０年５月に発効している。我が
国は、１９年９月、この条約に署名し、現在、
早期締結を目指しているところである。

４．施策の評価等

障害者施策の評価については、前述のとお
り、内閣に本部を設置し、その下で、障害当
事者を中心とした推進会議を開催し、制度改
革について精力的に検討が行われ「第一次意
見」及び「第二次意見」が取りまとめられた
が、これは今までの障害者施策の評価を踏ま
えた提言ともいえるものであった。これらの
意見を踏まえ、改革の工程表を示す閣議決定

■図表１―４ 障害者施策の動向
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を行うとともに、施策のあり方やその推進体
制を定める障害者基本法の一部を改正する法
律案が平成２３年４月、国会に提出され、一部
修正の上、全会一致で可決されたことも前述
のとおりである。
内閣府の取り組んだ障害者施策業務の効率
化等に関しては、「作文・ポスター」募集に
関して募集ポスターをチラシに変更し、小中
学生を中心に周知向上を図ると共に、全国社
会福祉協議会のメールマガジン等への情報提
供などにより近年で最高の応募者数となった
こと、また、主催行事では、共生社会の考え
を実現していくため「障害者フォーラム２０１１」
と名称を変更し、この広報リーフレットにつ
いて専門家のアドバイスを受け見やすい分か
り易いものとしたことなどの取組により来場
者数が増加したなどがあげられる。

５．障害者に係る施策の経緯

（１）総合的推進の開始

我が国の障害者施策の総合的推進を図るこ
とは、昭和４５年の「心身障害者対策基本法」
において示され、その後、５６年の「国際障害
者年」を契機として、さらに推進が図られる
こととなった。５８年には、「国際障害者年」
を受けて「国連障害者の十年」が宣言された
ことを踏まえ、我が国における最初の障害者
施策に関する長期計画が策定された。
平成５年には、「心身障害者対策基本法」
が「障害者基本法」に改められるとともに、
障害者施策を総合的かつ計画的に推進するこ
と等が示された。こうした経過を経て、障害
者の自立と社会参加に関し１０年間の計画を策
定し、総合的かつ計画的に施策を推進すると
いう枠組みに沿って、今日まで、取組が進め
られてきている。
平成２３年度は、１５年度から２４年度までを計
画期間とする「障害者基本計画」の９年度目

に当たるとともに、１９年１２月に旧本部におい
て決定された同基本計画の後期５年間におけ
る「重点施策実施５か年計画」（以下「後期
５か年計画」という。）の４年度目に該当す
る年であった。これらの計画では、障害の有
無にかかわらず国民誰もが相互に人格と個性
を尊重し支え合う「共生社会」とすることを
目指すべき社会の姿とし、その実現を図るた
めの施策として、各省庁における障害者に係
る施策を記載している。

（２）平成１６年度の基本法改正

平成１６年６月に、障害者基本法が改正さ
れ、目的規定において障害のある人の自立や
社会参加の支援等が示され、また、基本的理
念として障害を理由とする差別等の禁止が規
定されたほか、「障害者週間（１２月３日から
９日まで）」の設置、都道府県及び市町村に
おける障害者計画の策定義務化、同基本計画
の策定等にかかわる「中央障害者施策推進協
議会」の内閣府への設置等が規定された。同
協議会は、障害者、障害者の福祉に関する事
業に従事する者及び学識経験のある者から内
閣総理大臣が任命していた。（２３年の障害者
基本法改正により、同協議会の役割は「障害
者政策委員会」が担うことになっている。）
これまで各施策分野において同法の趣旨等
を踏まえた制度改正等が行われて、現在の我
が国における障害者施策体系が構成されてい
る。

（３）生活支援の分野

生活支援の分野においては、就労支援の強
化や地域移行の推進を図ることを目指して、
平成１８年に「障害者自立支援法」が施行され、
福祉サービス体系の再編など、障害のある人
が地域で安心して暮らせるよう、福祉サービ
ス提供体制の強化等を図ってきたところであ
る。


